
2025年度第２回愛知県ＤＸ推進本部有識者会議 

議事録（主な意見） 

 

【石田敦郎委員 愛知県商工会連合会事務局長】 

・  小規模事業者は経営基盤がぜい弱であり、デジタル利活用に関する専

門的知識を備えた人材がいないのが現実。デジタルツールの活用自体が

目的化されてしまっている場合もあるため、目的と手段の整理など、小

規模事業者に寄り添ってサポートする必要がある。 

・  わかりやすくなじみやすい、やさしいＤＸ推進をお願いしたい。 

・  可能なら、中小企業というひとくくりの表現ではなく、例えば「中小・

小規模事業者」や「中小企業・小規模事業者」という主語が盛り込まれ

ると、なおありがたい。 

 

【伊藤広行委員 一宮市総務部情報システム課長】 

・  行政サービスの維持・向上には、デジタルを活用した業務変革の確実

かつ着実な推進と、それを担う人材の育成・確保が必須。 

・  自治体規模の違いによる取組の差や、課題の性質の違いがあることを

実感している。人材育成の支援については、意識の醸成だけではなく、

課題解決のための伴走型支援など、県内自治体のそれぞれの課題解決に

つながる内容を充実していただけると良い。 

・ ＤＸの推進においては、『これをすれば成功する』という確定的な取組

はないが、デジタルをキーとした業務変革や意識改革に取り組むことで、

より質の高い行政サービスの提供につながる。 

 

【入部百合絵委員 愛知県立大学情報科学部教授】 

・  ＤＸの活用推進の評価方法について、今まではどう使うかという点に

焦点を置いていたと思うが、実行して改善して評価するところも、次期

プランでは盛り込む必要があるのではないか。 

・  2022年頃に発足した防災ＤＸ官民共創協議会が発足し、防災のデジタ

ル化推進に必要と認められる事項や、マイナンバーカードを活用した防

災対策も検討されている。愛知県も委員として加入しているので、そこ

で議論された内容を「取組の方向性」に記載できるとよいと感じる。 

・  ５年後を見据えたプランとして、ペーパーレス化の推進を「取組の方

向性」に記載することに少し違和感がある。電子化した後、そのデータ

をどう共有して活かしていくのかを目指すのが今後５年間になると考え

るため、ペーパーレス化を進めた先を記載いただくとよいと感じる。 

・  これまでの課題の次期プランへの反映状況や、愛知県らしさの部分を

示すことでさらに良いものになると思う。 



 

【浦田真由委員 名古屋大学大学院情報学研究科准教授】 

・  地域ＤＸには自治体ＤＸと地域社会ＤＸの２つの取組があり、課題と

柱を両方の視点で整理されている点は良いと感じる。 

・ デジタルは目的ではなくて手段であるといったところが大事になって

くる。例えば今日の有識者会議はハイブリッドでの開催だが、今回のよう

に意見交換する場合は、対面で議論した方がやりやすい。プランの視点で

あるデジタルファーストについても、デジタルを使うことが目的と誤解

されることのないように、プラン上でＤＸの位置づけを明確にすると良

いのではないか。 

・  あいち行革プラン２０２５などと整合性を持って指標等を設定するな

ど、一貫して進めていただき、新たな指標を設ける場合にはよく検討して

いただきたい。 

・  全体として現行プランの取組の継続という印象。例えばキャッチフ

レーズなどで次期プランの新しさや思いを表現できると良い。 

 

【白松俊委員 名古屋工業大学情報工学類教授】 

・  シビックテックコミュニティとの連携については、人材育成だけでは

なく、２つ目の柱である「地域社会の課題の解決」の取組にも関係するも

のである。 

・ デジタルファーストについて、デジタルが目的である、と誤解されない

ような工夫が必要。 

・  技術トレンドの整合性について、愛知県は 2023年度に「生成ＡＩの利

用に関するガイドライン」を策定しているが、クラウド環境ではなくロー

カル環境で生成ＡＩを動かして情報を処理することもできるようになっ

ており、当時とプライバシーや機密情報の扱いがだいぶ変わってきてい

るため、今後考慮していく必要があると考える。 

・  地域課題について、いくつか分類が示されているが、どんな地域課題

にフォーカスするべきかという意見を集めるために、いわゆるブロード

リスニングのような技術を活用するとよいのではないか。 

 

【白山奈津美委員 ソフトバンク株式会社 Axross事業部担当課長】 

・ どのようなデジタル技術を利活用していくのか、組織横断での一貫性確

保という観点からも、デジタルの活用戦略を策定するのが良いのではな

いか。 

・  人材育成に関して、民間企業の先端人材やスタートアップとの協働に

よる越境学習なども有用なので組み込んではどうか。 

・  評価方法について、施策効果や進捗状況を視覚化することで、より伝わ

りやすく、納得性も高まると考える。 

・  ペーパーレスについては５年間で実施するのではなく短期目標として

その先に何があるのか考える、短期では難しい産業イノベーションのよ



うなものは中期に据えるなど、短期、中期、長期という視点も加えられ

れば、より内容が濃くなると感じる。 

 

【和田耕一朗委員 中部経済連合会企画部次長】 

・ デジタルデバイドへの配慮もしつつ、デジタルを使わない人が損をする

設計ではなく、使う人が得をする設計を進めてほしい。 

・  デジタルファーストを促すという観点で、行動科学の知見を含めた

ナッジを活用し、強制的でなく自然な形でオンラインを選びたくなるよ

うな施策の展開もいただけるとよいのではないか。 

・ ＩＴ・デジタル系の第三次産業の集積はぜひ進めていただきたい。モノ

づくり産業等と繋がっていくことで、地域産業の進化に資すると考える。 

・  産業を支える人材育成に関して、デジタル化の流れは不可逆であり、現

在も経済産業局や労働局で様々な取組をしていただいているが、今後も

継続して実施してほしい。 


